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１．｢働き⽅改⾰｣の基本的な考え⽅
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○ 基本的な背景
→ 少⼦⾼齢化による労働⼒⼈⼝の減少・⼈⼿不⾜の現状
（2065年には総⼈⼝が9,000万⼈を割り込み、⾼齢化率は38％台の⽔準
になると推計）

○ アベノミクス、⼀億総活躍の⽬指すもの
→ ⼥性・⾼齢者等の活躍促進
→ ⼥性・⾼齢者等の労働⼒化の制約要因をなくす必要
（※）⻑時間かつ硬直的な労働時間（正規雇⽤）

低賃⾦と不安定な雇⽤（⾮正規雇⽤） 等

○ 「働き⽅改⾰」は、「魅⼒ある職場づくり」の実現による中⼩企業・⼩規模
事業者の⼈⼿不⾜解消のチャンス
※ ⼩規模事業者こそ、⽣産性・経営⼒の伸びしろ⼤

「働き方改革」のポイント「働き方改革」のポイント
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図２．中⼩企業の従業者過不⾜ＤＩの推移

図１．中⼩企業の経営上の不安要素
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⽣産年齢（15歳〜64歳）⼈⼝割合（右⽬盛）
(百万 (％)

2010年から2015年にかけては、15歳未満⼈⼝は約100万⼈減少、
15〜64歳⼈⼝は約490万⼈減少、64歳以上⼈⼝は約450万⼈増加で、
15歳以上の⼈⼝としては、約45万⼈の減少であった。

資料：国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝」(平成24年1⽉推計)
(注)1.将来推計⼈⼝は、出⽣中位(死亡中位)推計による
2.15歳以上⼈⼝に占める中⼩企業の従業者総数の割合は、2012年時点で29%、2014年時点で30%。
2012年以前の従業者総数のデータはないが、会社の常⽤雇⽤者数+個⼈事業所の従業者総数の合計値
が、15歳以上⼈⼝に占める割合は、2001年以降、およそ26%前後で推移。

図３．⽣産年齢⼈⼝の減少

○ 深刻化する⼈材不⾜は経営上の不安要素としても年々⼤きくなっている。
○ ⽣産年齢⼈⼝が減少する中、⼈材不⾜は恒常化しうる経営課題。求職難から求⼈難の時代に。
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（年、四半期）（出典）⽇本銀⾏「第170回全国企業短期経済観測調査」

（出典）⽇本政策⾦融公庫「2015年下期の中⼩企業の景況⾒通し」

（参考１）少子高齢化による労働力人口の減少・人手不足の現状（参考１）少子高齢化による労働力人口の減少・人手不足の現状
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○ 復職⼥性、⾼齢者、留学⽣といった多様な⼈材の活躍に可能性(※)。

図６．復職⼥性の就業先

（出典）中⼩企業庁（2015）「中⼩企業⽩書」

図５．⼤企業と中⼩企業の⼤卒求⼈倍率

（出典）リクルートワークス研究所「第33回ワークス⼤卒求⼈倍率調査（2017年卒）」
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(注) ここでいう⼤企業とは、従業員300⼈以上の企業、中⼩企業とは、従業員300⼈未満の企業。 （出典）中⼩企業庁（2017）「中⼩企業⽩書」

復職後の⼥性は中⼩企業の割
合が多い。

中⼩企業は中⾼年の
割合が多い

1～49人, 5,965, 
38%

50～99人, 
1,330, 9%100～299人, 

1,997, 13%

300～999人, 
1,901, 12%

1000人以上, 
3,205, 20%

その他・不詳, 
1,259, 8%

（資料）法務省入国管理局

「平成26年における留学生の日本企業への

就職状況について」

約半数が従業員100⼈以下の
企業に就職

図８．留学⽣の就職先（企業規模別）

図７．従業員規模別に⾒た雇⽤者の年齢構成割合

※復職⼥性は新卒⼥性よりも中⼩企業に就業する割合が⾼い。
企業規模が⼩さいほど⾼齢者の割合が⾼い。
留学⽣の半数は従業員１００⼈以内の企業に就職。

（参考２）女性、若者、高齢者などの活躍を更に促進（参考２）女性、若者、高齢者などの活躍を更に促進
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• ⽇本経済再⽣に向けて、最⼤のチャレンジは働き⽅改⾰。労働制度の抜本改⾰を⾏い、企業⽂化や⾵⼟も含めて変えようとするもの。働く⽅
⼀⼈ひとりが、より良い将来の展望を持ち得るようにする。

• 働き⽅改⾰こそが、労働⽣産性を改善するための最良の⼿段。⽣産性向上の成果を働く⼈に分配することで、賃⾦の上昇、需要の拡⼤を通じ
た成⻑を図る「成⻑と分配の好循環」が構築される。社会問題であるとともに経済問題。

• 雇⽤情勢が好転している今こそ、政労使が3本の⽮となって⼀体となって取り組んでいくことが必要。これにより、⼈々が⼈⽣を豊かに⽣きていく、中
間層が厚みを増し、消費を押し上げ、より多くの⽅が⼼豊かな家庭を持てるようになる。

•4年間のアベノミクスは、⼤きな成果を⽣み出した。
 [名⽬GDP]47兆円増加、９％成⻑
 [賃上げ]ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟが４年連続で実現しつつある
 [有効求⼈倍率]25年ぶりの⾼⽔準、史上初めて

47全ての都道府県で１倍超。
 [正規雇⽤]26か⽉連続で前年を上回る勢い。
 [相対的貧困率]⾜元で減少、⼦供の相対的

貧困率は初めて減少に転じた。

経済社会の現状 ⽇本の労働制度と働き⽅にある課題
正規、⾮正規の
不合理な処遇の差

正規と⾮正規の理由なき格差を埋めていけば、⾃分の能⼒を評価されている納得感が醸
成。納得感は労働者が働くモチベーションを誘引するインセンティブとして重要、それによって
労働⽣産性が向上していく。

•他⽅、個⼈消費や設備投資といった⺠需は、持ち直しつつある
ものの、⾜踏みがみられる。

•経済成⻑の隘路の根本は、⼈⼝問題という構造的な問題に
加え、イノベーションの⽋如による⽣産性向上の低迷、⾰新的
技術への投資不⾜。

•⽇本経済の再⽣を実現するためには、投資やイノベーションの
促進を通じた付加価値⽣産性の向上と、労働参加率の向上
を図ることが必要。

•⼀億総活躍の明るい未来を切り拓くことができれば、少⼦⾼齢
化に伴う様々な課題も克服可能。

⻑時間労働

単線型の
⽇本のキャリアパス

⻑時間労働を是正すれば、ワーク・ライフ・バランスが改善し、⼥性や⾼齢者も仕事に就き
やすくなり、労働参加率の向上に結びつく。経営者は、どのように働いてもらうかに関⼼を⾼
め、単位時間（マンアワー）当たりの労働⽣産性向上につながる。

転職が不利にならない柔軟な労働市場や企業慣⾏を確⽴すれば、⾃分に合った働き⽅を
選択して⾃らキャリアを設計可能に。付加価値の⾼い産業への転職・再就職を通じて国全
体の⽣産性の向上にも寄与。

正当な処遇がなされていないという気持ちを「⾮正規」労働者に起こさせ、頑張ろうという意
欲をなくす。

健康の確保だけでなく、仕事と家庭⽣活との両⽴を困難にし、少⼦化の原因や、⼥性の
キャリア形成を阻む原因、男性の家庭参加を阻む原因。

ライフステージに合った仕事の仕⽅を選択しにくい。

世の中から
「⾮正規」という⾔葉
を⼀掃していく

⻑時間労働を⾃慢
するかのような⾵潮が
蔓延・常識化している
現状を変えていく

単線型の
日本のキャリアパス
を変えていく

＝

＝

＝

(参考３）働き方改革の意義【基本的考え方】(参考３）働き方改革の意義【基本的考え方】 働き方改革実行計画（平成29年３月28日
働き方改革実現会議決定）概要より抜粋
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働き方改革をめぐる政府の動き働き方改革をめぐる政府の動き
○平成28年９⽉27⽇に第１回働き⽅改⾰実現会議を開催。安倍総理、関係⼤⾂に加えて、労使双⽅の代表

等の有識者議員による議論を実施。平成29年３⽉28⽇に最終回である第10回を開催し、働き⽅改⾰実⾏
計画を取りまとめた。

○今後、本実⾏計画に丁寧に書き込まれた内容に忠実に従って、関係審議会の審議を終え、早期に法案を国会
に提出していく。

平成28年９月２日
内閣官房に
働き方改革実現推進室を設置

世の中から「非正規」という
言葉を一掃していく。そし
て、長時間労働を自慢する社
会を変えていく。

９月27日
第１回働き方改革実現会議を開催

大切なことは、スピードと実行。
もはや先送りは許されない。必ず
やり遂げるという強い意志をもっ
て取り組んでいく。

働き方改革実行計画の決定は、
日本の働き方を変える改革に
とって、歴史的な一歩である
と思います。

平成29年３月28日
第10回働き方改革実現会議で
働き方改革実行計画を決定。
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働き方改革実行計画
（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）

働き方改革実行計画
（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）

１．働く⼈の視点に⽴った働き⽅改⾰の意義

２．同⼀労働同⼀賃⾦など⾮正規雇⽤の処遇改善

３．賃⾦引上げと労働⽣産性向上

４．罰則付き時間外労働の上限規制の導⼊など
⻑時間労働の是正

５．柔軟な働き⽅がしやすい環境整備

６．⼥性・若者の⼈材育成など活躍しやすい環境整備

７．病気の治療と仕事の両⽴

８．⼦育て・介護等と仕事の両⽴、障害者の就労

９．雇⽤吸収⼒、付加価値の⾼い産業への転職・再就職
⽀援

１０．誰にでもチャンスのある教育環境の整備

１１．⾼齢者の就業促進

１２．外国⼈材の受⼊れ

１３．10年先の未来を⾒据えたロードマップ
8



時間外労働の上限規制の在り方など長時間労働の是正時間外労働の上限規制の在り方など長時間労働の是正

長時間労働者の構成比（週当たりの労働時間） ○時間外労働の限度時間
大臣告示で、限度時間を定めている。
（法的拘束力なし）

（大臣告示）
○「１か月４５時間」、「１年３６０時間」等
○「特別条項」を結べば、例外的に限度時間を

超えることができる。（年間６か月まで）
※特別条項には、上限時間の規定なし。

年間６か月まで

特別条項
上限なし

１年間＝１２か月

限度時間
１か月４５時間

１年３６０時間など

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

○休日労働の限度時間定めなし。
（※現行の大臣告示は、「時間外労働」のみが対象であり、「休日労
働」させる場合の労働時間数は対象としていない。）

○「月100時間未満、複数月平均80時
間 」の上限について、休日労働の時 間
数を含むものとする。

時間外労働の上限時間を法定化する。
（法律）

○原則：月45時間、年360時間
○例外（特別条項）：年720時間、月100時間未満、

複数月平均80時間
※特別条項は年間6か月まで

法律による上限
（原則）

年間６か月まで

法律による上限（例外）
・年720時間
・複数月平均80時間
・月100時間未満

１年間＝１２か月

法定労働時間
１日８時間

１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

【改革後】【現行】

41
31.3

62.5
72.2

54.6

38.2 52.3

25.3
17.3

36.2

20.8 16.4 12.2 10.5 9.3

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ

40時間未満 40～48時間 49時間以上

（資料出所）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2017」
ILO「ILOSTAT Database」

＜注＞
※ 長時間労働者の構成比については、2016年の各国の就業者一

人当たりの週労働時間を示す（アメリカは2013年、日本は2015
年）。データは、ILO「ILOSTAT Database」による。

※ 端数処理のため、計100％とはならない（ドイツ）。

〇 週49時間以上働いている労働者の割合は、欧州諸国では1割であるが、わが国では2割。
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同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善同一労働同一賃金など非正規雇用の処遇改善
 正規雇⽤労働者と⾮正規雇⽤労働者間に

⼤きな待遇格差。

 35歳以上の⼥性は、結婚や⼦育てを理由に、⾃
ら⾮正規雇⽤を選択する率が⾼い傾向。

（資料出所）総務省「労働⼒調査（詳細集計）」（平成28年平均） 第Ⅱ-16表

 我が国の全雇⽤者の約４割は⾮正規雇⽤。
うち約半数がパート。

• ⾮正規雇⽤労働者(2016年):2,023万⼈（全雇⽤者の37.5%）
（内訳）パート：48.8%、アルバイト：20.5%、契約社員：14.2%など

• ⾮正規雇⽤労働者の割合（2016年、男⼥別・年齢別）

（資料出所）総務省「労働⼒調査（詳細集計）」（平成28年平均） 第Ⅱ-1表

 平成28年12⽉20⽇の第５回働き⽅改⾰実現会議において、政府から同⼀労働同⼀賃⾦ガイドライン案を提⽰。
 正規雇⽤労働者と⾮正規雇⽤労働者との間で、いかなる待遇差が不合理なものであり、いかなる待遇差は不合理なものでないかを⽰したも

の。
 今後、本ガイドライン案をもとに、法改正の⽴案作業を進め、関係者の意⾒や改正法案についての国会審議を踏まえて、法案成⽴後に、最

終的にガイドラインの内容を確定する。

• 不本意⾮正規の割合(2016年平均):297万⼈(⾮正規労働者全体の15.6%)
25‐34歳 35‐44歳 45‐54歳 55‐64歳

男性 38.4% 39.4% 43.4% 26.7%
女性 17.5% 11.7% 12.5% 9.2%

25‐34歳 35‐44歳 45‐54歳 55‐64歳

男性 15.8% 9.8% 8.9% 31.3%
女性 39.5% 53.8% 59.2% 66.8%

⼀般労働者 短時間労働者

正社員・正職員 正社員・
正職員以外 正社員・正職員 正社員・

正職員以外

1,950円（▲0.4%） 1,299円（3.3%） 1,410円（3.1%） 1,060円（1.5%）

（％） 雇⽤
保険

健康
保険

厚⽣
年⾦

退職⾦
制度 賞与⽀給制度

正社員 92.5 99.3 99.1 80.6 86.1

正社員以外 67.7 54.7 52.0 9.6 31.0

（資料出所）厚⽣労働省「賃⾦構造基本統計調査」（平成28年） 雇⽤形態別 第1表
注）⼀般労働者の平均賃⾦は、所定内給与額を所定内実労働時間数で除した値。

（）内は、平成27年からの増減率。

（資料出所）厚⽣労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（平成26年）個⼈調査 第14表
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【現状】
 中⼩企業は⼤企業と⽐べ、時間外労働が45時間を超える
事業場の割合は低い

【課題】
 ⼈⼿不⾜の中、どのように労働時間の短縮に取り
組むのかが課題

 取引先からの短納期発注や急な対応などを⻑時間
労働の原因に挙げる企業が多い

 ⽉45時間・年360時間（特例として年720時間等）の時
間外労働の上限を超えて働かせることができなくなり、これ
を遵守できないと罰則が適⽤される。

長時間労働の是正

中⼩企業における現状と課題

同一労働同一賃金

 正規雇⽤と⾮正規雇⽤の不合理な待遇差を解消し、どのよ
うな雇⽤形態でも納得が得られる待遇を受けられることが
必要となる。

【現状】
 中⼩企業は⼤企業と⽐べ、正規雇⽤と⾮正規雇⽤の賃⾦格
差は⼤きくない

【課題】
 正規雇⽤と⾮正規雇⽤の待遇差の理由が曖昧であ
り、賃⾦制度等が未整備な事業者も存在

時間外労働の上限超 不合理な待遇差

「働き方改革」で求められる主な対応「働き方改革」で求められる主な対応

11



（出典）厚生労働省・平成２５年労働時間等総合実態調査

時間外労働に関する労使協定において１か⽉の延⻑時間の定めがある事業場の１か⽉の延⻑時間（⼀般労働者）（企業規模別）

特別条項付き３６協定を締結している事業場の割合

うち１か月の特別延長時間が４５時間超の割合

うち５０時間超の割合

うち６０時間超の割合

うち７０時間超の割合

うち８０時間超の割合

うち１００時間超の割合

1～30人 5.6% 5.5% 5.4% 3.8% 2.7% 0.7% 0.2%

31～100人 22.5% 21.9% 21.0% 16.1% 13.7% 5.1% 1.1%

101～300人 32.8% 32.4% 31.0% 23.8% 18.9% 6.3% 1.5%

301人～ 58.6% 57.7% 56.8% 43.0% 34.2% 14.6% 3.9%

合計 22.4% 22.0% 21.5% 16.2% 12.9% 4.8% 1.2%

○ ３６協定で８０時間超の延⻑時間を定めている企業割合は、企業規模が⼤きいほど⾼い。
○ ３０⼈以下の企業では、そもそも⽉４５時間を超える延⻑時間を定めている企業が少ない。

我が国における時間外労働の現状 36協定における延長時間の状況我が国における時間外労働の現状 36協定における延長時間の状況
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（出典）厚生労働省・平成２５年労働時間等総合実態調査
※四捨五入の関係により、全体の合計が100％にならない場合がある。

１箇⽉の法定時間外労働の実績（⼀般労働者）（最⻑の者）（企業規模別）

45時間以下

合計
（※）

45時間超

合計
（※）10時間

以下

10時間超
15時間以

下

15時間超
20時間以

下

20時間超
25時間以

下

25時間超
30時間以

下

30時間超
35時間以

下

35時間超
40時間以

下

40時間超
45時間以

下

45時間超
50時間以

下

50時間超
60時間以

下

60時間超
70時間以

下

70時間超
80時間以

下

80時間超
100時間
以下

100時間
超え

平均
（時間:分)

1～30人 65.1% 5.7% 5.5% 4.5% 3.4% 2.5% 3.6% 3.1% 93.4% 1.3% 2.3% 0.7% 0.7% 1.1% 0.7% 6.8% 12:45

31～100人 43.8% 5.3% 9.2% 8.8% 6.9% 3.5% 4.1% 5.5% 87.1% 2.7% 4.0% 2.4% 0.9% 1.0% 1.9% 12.9% 21:31

101～300人 41.6% 8.4% 7.8% 6.5% 5.3% 5.3% 5.8% 4.1% 84.8% 1.4% 5.6% 3.7% 1.3% 1.7% 1.4% 15.1% 22:49

301人～ 28.6% 9.1% 8.1% 10.2% 7.3% 5.9% 8.5% 5.2% 82.9% 3.6% 5.3% 3.1% 2.5% 1.7% 0.8% 17% 26:25

合計 51.8% 6.8% 6.5% 6.2% 5.0% 3.7% 5.1% 4.0% 89.1% 2.2% 3.4% 1.7% 1.4% 1.3% 0.9% 10.9% 18:03

○ 時間外労働の実績を⾒ると、その平均時間は企業規模が⼤きいほど⻑い。

我が国における時間外労働の現状 1か月の法定時間外労働の実績
(一般労働者、事業場割合)

我が国における時間外労働の現状 1か月の法定時間外労働の実績
(一般労働者、事業場割合)
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（出典）厚生労働省・平成２５年労働時間等総合実態調査

時間外労働・休⽇労働に関する労使協定を締結していない理由（企業規模別）（複数回答）

時間外・休日労
働がない

３６協定の存在
を知らなかった

就業規則等で規
定を設けるのみ
で十分と思って

いた

適用除外だと
思っていた

事業場ごとに締
結が必要とは知

らなかった

過去締結した３６
協定が現在も有
効だと思ってい

た

過半数代表が選
出されなかった

過半数組合また
は過半数代表か
ら締結を拒否さ

れた

３６協定の締結・
届出を失念した

その他

1～30人 45.1% 38.6% 1.0% 1.2% 0.8% 3.2% - - 12.0% 3.6%

31～100人 30.8% 13.6% 1.8% 1.8% 18.3% 8.7% 0.0% - 29.5% 7.0%

101～300人 27.4% 8.2% 0.5% 0.1% 31.1% 5.4% 0.1% 0.1% 23.6% 11.2%

301人～ 28.7% 5.7% 0.7% 0.1% 38.5% 0.9% 0.2% 0.0% 28.6% 8.1%

合計 43.0% 35.2% 1.0% 1.2% 3.5% 3.6% 0.0% 0.0% 14.0% 4.2%

○ ３６協定を締結していない理由を⾒ると３０⼈以下の企業では、「時間外・休⽇労働がない」が４５．１％と最も多い
ものの、「３６協定の存在を知らなかった」が３８．６％と次に多くなっている。

我が国における時間外労働の現状 36協定を締結していない理由我が国における時間外労働の現状 36協定を締結していない理由
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1095

1378
1652

1994
2282

2531

2877
3077 3044

2378

2869
2595

1007
1180 1317 1379 1387 1364 1334 1342 1368

1600 1485

1399

937 1017 1072 1111 1089 1062 1064 1062 1053 1085 1063 1088

1222 1308
1506 1687

1801 1681 1564 1541 1589

1598 1384

1461

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

（資料出所）厚生労働省「平成28年賃金構造基本統計調査」
（注） 1）賃金は、調査年の6月分の所定内給与額

2）「正社員・正職員」は、事業所において正社員・正職員とする者
3）「正社員・正職員以外」は事業所において「正社員・正職員」以外とする者
4）一般労働者（正社員・正職員）の賃金は、６月分の「所定内給与額」を６月の「所定内実労働時間数」で除した値

（円）

992

1078
1243 1390

1522 1616 1644 1697 1719 1583 1492 1409

850 977 1023 1043
1180 1294 1277

1104

1251

1219

1253

1128908

1045

1117 1084
1110 1105 1197 1114 1220 1336

1125
1274

1107

981

1296 1118 1444
1333 1423

1154

1333

1176

1196

1350

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500
（円）

〇 正社員については年齢とともに賃⾦が上昇しており、企業規模が⼤きいほど上昇する度合いも⼤きくなっている。
〇 正社員以外については、企業規模にかかわらず、年齢が上昇しても賃⾦はほぼ横ばい。
〇 特に⼤企業において、正社員と正社員以外の賃⾦カーブの差が⼤きい。

【企業規模1000⼈以上】 【企業規模５〜９⼈】

青線：正社員（フルタイム） 緑線：契約社員等（フルタイム） 紫線：正社員（短時間） 赤線：パート等
＜一般労働者（正社員・正職員）＞ ＜一般労働者（正社員・正職員以外）＞ ＜短時間労働者（正社員・正職員）＞ ＜短時間労働者（正社員・正職員以外）＞

▲◆ ■

雇用形態別の賃金カーブ(年齢別)(時給ベース)雇用形態別の賃金カーブ(年齢別)(時給ベース)
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２．中⼩企業・⼩規模事業者の「働き⽅
改⾰」に対する現状の⽀援策
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〇 法律（中⼩企業等経営強化法）
事業分野別指針の策定
経営⼒向上計画の認定

• ⽣産性を⾼めるための機械装置・器具備品・建物附属設
備を取得した場合、

－３年間、固定資産税を１／２に軽減
－法⼈税上、即時償却または税額控除（7%※）を措置

※資本⾦3000万円以下の法⼈等は、10％

• 計画に基づく事業に必要な資⾦繰りを⽀援
（融資・債務保証等）

• 補助⾦の優先採択

⽣産性の向上（経営⼒向上）

〇 下請代⾦⽀払遅延等防⽌法の厳格な運⽤
⽴⼊検査、指導、公取委への措置請求

〇 下請かけこみ寺の機能強化
下請等中⼩企業の価格交渉⼒強化を⽀援

中小企業・小規模事業者の働き方に関する総合的支援策中小企業・小規模事業者の働き方に関する総合的支援策

〇 予算
⾰新的ものづくり・商業・サービス開発⽀援補助⾦（H28補正）

新商品・新サービスの開発、⽣産・ 業務プロセスの改善等の費⽤を補助
⼩規模事業者持続化補助⾦（H28補正）

⼩規模事業者が⾏う販路開拓に係る費⽤を補助
 サービス等⽣産性向上IT導⼊⽀援事業（H28補正）

サービス業を中⼼として、新たに⽣産性向上に貢献するITツールやソフトウェアを
導⼊する際の費⽤を補助

戦略的基盤技術⾼度化⽀援事業（H29）
特定ものづくり基盤技術（精密加⼯等12技術）の⾼度化に資する研究開発及び販路開拓を補助

〇 税制
所得拡⼤（賃上げ）促進税制

雇⽤者への給与等⽀給額を増加させた場合に、税額控除
事業承継税制

後継者が先代経営者から⾮上場会社の株式等を相続・贈与で取得した場合、相続税・贈与税の納税を猶予

取引条件の改善

〇 未来志向型の取引慣⾏に向けて（世耕プラン）
・ 業種横断的なルールの明確化・厳格な運⽤（横軸）
・ 業種別の⾃主⾏動計画の策定等（縦軸）

⼈⼿不⾜、事業承継 〇予算
地域中⼩企業⼈材確保⽀援等事業（H29）

⼥性、⾼齢者、外国⼈等の多様な⼈材の確保を⽀援〇 ⼈⼿不⾜対応ガイドライン
・⼈⼿不⾜対応に関し、100超も中⼩企業の好事例、そのエッセンスを抽出 〇 税制

事業承継税制（再掲） 17
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中⼩企業 ⼤企業(兆円・後⽅4四半期移動平均)

(年期)

売上⾼・⽣産性の推移
○中⼩企業の⽣産性は伸び悩んでおり、⼤企業との⽣産性の差は拡⼤傾向。

規模別労働⽣産性の推移

図2:財務省「法⼈企業統計調査年報」
(注) ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上、中⼩企業とは資本⾦1千万円以上1億円未満、

⼩規模企業とは資本⾦1千万円未満の企業とする。

図2売上⾼の推移図1

図1:財務省「法⼈企業統計調査季報」
(注) ここでいう⼤企業とは資本⾦10億円以上の企業、中⼩企業とは資本⾦1千万円以上1億円未満の

企業とする。

中⼩企業製造業
549

⼤企業製造業
1,307

中⼩企業⾮製造業
558

⼤企業⾮製造業
1,296

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

08 09 10 11 12 13 14 15

（万円）

(年)

製造業 中⼩企業 製造業 ⼤企業
⾮製造業 中⼩企業 ⾮製造業 ⼤企業

生産性の向上（経営力向上）生産性の向上（経営力向上）
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⼤企業⾮製造業平均
(899万円)
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⼤・製造 中⼩・製造

(％)

労働⽣産性の⾼い中⼩企業の特徴

（資料）図1,2:「平成26年企業活動基本調査」再編加⼯(注)1.従業員数50⼈未満もしくは資本⾦⼜は出資⾦3000万円未満の会社は含まない。
2.労働⽣産性(従業員⼀⼈あたり付加価値額)の分布割合を10万円/⼈毎に集計し、累積を計上したもの。

労働⽣産性の累積分布
労働⽣産性の⾼い中⼩企業の特徴(平均値)
(例：⼩売業)

⽣産性の⾼い中⼩企業は、設備投資やIT投資等に積極的で、⼀⼈あたりの賃
⾦が⾼い傾向にあることがうかがえる。

構成⽐
(％)

資本⾦
(百万円)

従業員数
(⼈)

設備投資額
(百万円)

情報処理・通
信費

(百万円)

従業員⼀⼈
当たり⼈件費

(百万円)
資本装備率
(百万円/⼈)

⼤企業⼩売
業平均以上
中⼩企業
(n=383)

34.5 43.0 224.3 338.6 34.6 5.1 26.7

⼤企業⼩売
業平均以下
中⼩企業
(n=712)

65.5 42.2 350.0 97.8 17.4 2.4 15.2

中⼩⼩売業
全体

(n=1,095)
100 42.5 306.0 182.0 23.4 3.7 19.2

⼤企業製造業平均
(1,171万円)

製造業では、約1割の中⼩企業が⼤企業平均以上

⾮製造業では、約3割の中⼩企業が⼤企業平均以上

(百万円/⼈)

⾼低 ⽣産性

1割

3割

(百万円/⼈)

図1 図2

生産性の向上（経営力向上）生産性の向上（経営力向上）

○中⼩企業の中にも、⽣産性の⾼い稼げる企業は存在。こうした企業は、成⻑投資に積極的に取り組んでい
る。（IT投資、設備投資、賃⾦⽔準がいずれも⾼い）

19



●「経営⼒向上計画」の認定（中⼩企業等経営強化法）

 ⽣産性を⾼めるための機械装置・器具備品・建物附属設備等を取得した
場合、

－３年間、固定資産税を１／２に軽減
－法⼈税上、即時償却または税額控除（7%※）を措置

※資本⾦3000万円以下の法⼈等は、10％

 計画に基づく事業に必要な資⾦繰りを⽀援（融資・債務保証等）
 補助⾦の優先採択

● 所得拡⼤（賃上げ）促進税制
 給与等⽀給総額を、H24年度を基準に3％以上増加させた場

合、その10％を税額控除。
（前年度よりも増加させた場合に限る。また、前年度より2%以上増加させた場合、その部分は22%を控除。上限は法

⼈税額の20%。⼤企業は他にも要件あり）

 29年度末まで。中企庁から税務当局に対し、延⻑及び控除率
引上げを要望。

● 事業承継の⽀援
＜事業承継税制＞
 後継者が先代経営者から⾮上場会社の株式等を相続・贈与で取得し

た場合、相続税・贈与税の納税を猶予。
（ただし議決権株式総数の2/3に達するまで。相続税は課税価額の80%のみを猶予）

 主な要件
・株式を継続して保有
・５年間、平均で雇⽤の８割以上を維持 ほか
 中企庁から税務当局に対し、抜本拡充を要望。
・事業承継税制の要件、猶予制度の⾒直し
＜M&Aを通じた事業承継の⽀援＞
 中企庁から税務当局に対し、拡充を要望。
・事業譲渡の場合の登録免許税、不動産取得税等の軽減
・事業承継ファンドが出資する場合の中⼩企業税制の適⽤

● 交際費課税の特例
 中⼩法⼈は交際費を800万円まで損⾦算⼊可能。
 29年度末まで。中企庁から税務当局に延⻑要望。

参考：補助制度
（例年、募集されることが多いもの。現在は募集なし）

⾰新的ものづくり・商業・サービス開発⽀援補助⾦
（例年、補正予算）
新商品・新サービスの開発、⽣産・ 業務プロセスの改善等。

⼩規模事業者持続化補助⾦
（来年度予算要求中）販路開拓。

戦略的基盤技術⾼度化⽀援事業
（来年度予算要求中）
精密加⼯等12技術の⾼度化に資する研究開発・販路開拓。

中⼩企業者等が⾃社の経営⼒を向上するために実施する計画を作成し、国に認定された中⼩企業者
等は、税制や⾦融⽀援等を受けることができる。（平成２９年８⽉末現在：31,794件認定。）

生産性向上に関する主な支援制度生産性向上に関する主な支援制度
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 未来志向型の取引慣⾏に向けて（世耕プラン）
① 業種横断的なルールの整備
下請代⾦⽀払遅延等防⽌法に関する運⽤基準の詳細化
→違反の例⽰として、“合理性の無い定期的な価格引下げ”、“⾦型保管コストの押しつけ”等の
75例を追加。計141例に。

下請代⾦の⽀払⼿段に関する通達の⾒直し
→できる限り現⾦払いに。⼿形の場合、割引料は親負担、サイトは60⽇以内に

② 業種別のルール作り
業種別下請ガイドラインの策定・改訂
産業界の⾃主⾏動計画（⾃動⾞、建機、電機、トラック運送業等、8業種21団体） 等

 法の厳格な運⽤、実態の把握
新しいルールに基づき、⽴⼊検査・指導、公取委の勧告を実施。
下請Gメン （全国で ８０⼈）
⾃主⾏動計画の実施状況など、⼤企業・中⼩企業それぞれの実態を調査

 下請かけこみ寺 〜取引上の悩みやトラブルに対応。相談無料、秘密厳守。全国48カ所。
電話0120-418-618、メールやWEBでの相談は

※最低賃金引上げへの対応～ 「『稼ぐ力』応援チーム」
最低賃金引上げに伴って賃金を引き上げられるよう、各地で収益力アップのための指導などを実施。

従来：120⽇以内
繊維業は90⽇以内

下請かけこみ寺 検索

取引条件の改善取引条件の改善
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○ 平成28年12⽉14⽇、公正取引委員会は「下請代⾦⽀払遅延等防⽌法に関する運⽤基準」（事務総⻑
通達）を改正し、違反⾏為事例を⼤幅に追加した。

運⽤基準改正のポイント

出典：公正取引委員会公表資料（「下請代⾦⽀払遅延等防⽌法に関する運⽤基準」の改正について）より抜粋

○違反⾏為事例の追加

（現⾏66事例から141事例に⼤幅増加）

 公正取引委員会による勧告・指導の中で、繰り返し

⾒受けられた⾏為、事業者が問題ないと認識しやす

い⾏為等を追加

 中⼩企業庁等と共同で実施した⼤企業ヒアリングで

得られた情報等を元に追加

【減額】
コンビニエンスストア本部である親事業者は、消費者に販売する⾷料品の

製造を下請事業者に委託しているところ、店舗において値引きセールを実施
することを理由に、下請代⾦から⼀定額を差し引いて⽀払った。

【買いたたき】
親事業者は、取引先と協議して定めた「○年後までに製品コスト○％減」

という⾃⼰の⽬標を達成するために、部品の製造を委託している下請事業者
に対して、半年毎に加⼯費の○％の原価低減を要求し、下請事業者と⼗
分な協議をすることなく、⼀⽅的に通常の対価を⼤幅に下回る下請代⾦の
額を定めた。

【不当な経済上の利益の提供要請】
親事業者は、量産終了から⼀定期間が経過した下請事業者が所有する

⾦型、⽊型等の型について、機械部品の製造を委託している下請事業者か
ら破棄の申請を受けたところ、「⾃社だけで判断することは困難」などの理由で
⻑期にわたり明確な返答を⾏わず、保管・メンテナンスに要する費⽤を考慮
せず、無償で⾦型、⽊型等の型を保管させた。

主な違反⾏為の追加事例

取引条件の改善(下請代金法の運用強化：運用基準の改正)取引条件の改善(下請代金法の運用強化：運用基準の改正)
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○平成28年12⽉14⽇、中⼩企業庁と公正取引委員会において、⼿形⽀払に関する新たな通達を発出した（昭
和41年以来、50年ぶり）。なお、「振興基準」の中でも同内容を記載している。

親事業者のうち⼤企業から率先して取り
組んでいただきます！

※今後、政府が数年間かけて改善状況を調査し
ます。

新たな⼿形に関する通達のポイント

取引条件の改善(新たな手形に関する通達)取引条件の改善(新たな手形に関する通達)
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○ 平成28年12⽉の関連する基準、通達の改正を踏まえて、下請ガイドラインを改訂。
○ 新たに⾷品製造業・⼩売業（⾖腐・油揚製造業）も策定し、合計17業種に。

派遣、役務の提供
＜問題となり得る事例＞

〇 ⼩売業者の要請で、特売期間中の店
舗での商品陳列のため従業員を派遣した
が、派遣費⽤の⽀払いがなかった。

＜望ましい取引実例＞
〇 ⼩売業者が要請を⾏う際、派遣費⽤の
⽀払いはもとより、曜⽇の選択など要請を
受けられるか⼗分協議の上で決定。

無理して派遣したのに、派遣
費⽤すら
もらえなかった・・・・。

＜⾷品製造業ガイドラインの例＞

下請ガイドラインは、中⼩企業庁のホームページ（http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/guideline.htm）に掲載。

１．下請ガイドラインとは？
親事業者と下請事業者の間の望ましい取引関係の構築を図るため、業種の

特性に応じて下請法等の具体的な解説を⾏うとともに、望ましい取引事例を⽰
している。

２．下請ガイドラインを改訂！
基準改正等を踏まえ、合理性を確保した原価低減活動、労務費上昇分の

取引対価への反映、現⾦払いの原則（⼿形使⽤時はサイトを短縮）等の内
容を反映。
＜既存の下請ガイドライン策定業種：16業種＞
素形材、⾃動⾞、産業機械・航空機等、繊維、情報通信機器、情報サービス・ソフトウェア、広告、建材・住宅設備

産業、⾦属（旧：鉄鋼）、化学、紙・紙加⼯品、印刷、アニメーション制作【経済産業省】建設業、トラック運送業
【国⼟交通省】、放送コンテンツ【総務省】

３．新たな下請ガイドライン（⾷品関係で初！）
新たに「⾷品製造業・⼩売業の適正取引推進ガイドライン〜⾖腐・油揚製造

業〜」【農林⽔産省】を策定。問題となり得る事例と望ましい取引実例11項
⽬を掲載。

このほか、包材の費⽤負担、合理的な根拠のない価格決
定、物の購⼊強制等について例⽰。
また、ガイドラインについて事例をわかり
やすく解説した動画を公開。（→QR
コード参照）

取引条件の改善(下請ガイドライン)取引条件の改善(下請ガイドライン)
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○ 世耕⼤⾂から業界団体に対して、サプライチェーン全体での「取引適正化」と「付加価値向上」に向けた⾃主⾏動計
画の策定と着実な実⾏を要請した。

○ ⾃動⾞業界をはじめとして、8業種21団体が計画を策定し、公表している。（平成29年3⽉末時点）

業種 団体名
⾃動⾞ ⽇本⾃動⾞⼯業会

⽇本⾃動⾞部品⼯業会
素形材 素形材センター等 計9団体
建設機械 ⽇本建設機械⼯業会
繊維
（2団体連名で策定）

⽇本繊維産業連盟
繊維産業流通構造改⾰推進協議会

電機・情報通信機器 電⼦情報技術産業協会（JEITA)
ビジネス機械・情報システム産業協会（JBMIA）
情報通信ネットワーク産業協会（CIAJ）
⽇本電機⼯業会（JEMA）

情報ｻｰﾋﾞｽ・ｿﾌﾄｳｪｱ 情報サービス産業協会
トラック運送業 全⽇本トラック協会
建設業 ⽇本建設業連合会

取引条件の改善(自主行動計画)取引条件の改善(自主行動計画)
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項⽬ 今後の対応
(1)⾃主⾏動計画のフォローアップ  中⼩企業庁の定める『フォローアップ指針』を踏まえ、各団体がフォローアップ調査

を実施。調査結果を踏まえ、個社の取組の改善や⾃主⾏動計画の⾒直しを実
施。

(2)⼤規模な調査の実施  昨年12⽉の関係法令の運⽤強化を踏まえた改善状況について、親事業者数
千社及び下請事業者数万社に対する⼤規模な調査を実施。（平成30年1⽉
頃実施予定）

 現⾦払い⽐率、⼿形サイト等について、対策前と⽐較して改善状況を確認。ま
た、労務費上昇分の考慮、型保管費⽤の負担など、新規項⽬も調査対象に追
加。

(3)下請Ｇメンによる訪問調査  全国に80名規模の取引調査員（下請Ｇメン）を配置し、年間2、000件以上
の下請企業ヒアリング実施。

 下請Gメンによるヒアリングで問題事案を把握した場合には、必要に応じ個社⼜
は業界団体にフィードバックし、⾃主⾏動計画の実⾏の徹底、改訂などを要請。

○ 今後、発注側の⼤企業、下請側の中⼩企業の両⽅に対してきめ細やかな調査を実施し、サプライチェーン
全体にわたる「適正取引」や「付加価値向上」の浸透・徹底を図る。

取引条件の改善(今後のフォローアップ体制)取引条件の改善(今後のフォローアップ体制)
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①ここのところ⼀律数％の原価低減の要請が来ていない。

② 親事業者からの原価低減については、これまで⼝頭での発注総額の⼀定⽐率の原価
低減⽅式から、個別品⽬ごとに書⾯で根拠を提⽰されるようになった。

③今春以降、⼿形⽀払いが現⾦化された。

④型の保管費⽤の⽀払い、型の廃棄に向けた親事業者の動きが出てきた。

○ 原価低減要請そのものは引き続きあるが、⼀律の低減要請、⼝頭での低減要請であったものが、
書⾯で根拠を⽰すようになるなど改善する動きも⾒られる。

○ ⾃動⾞や⾃動⾞部品産業を中⼼に、メーカーや⼤⼿部品メーカー（ティア１）の⼀部で、100％
現⾦払いの動きが⾒られる。また、型の保管に関して、⼀部に改善の動きがある。

取引条件の改善(下請ヒアリングにおける声：①好事例）取引条件の改善(下請ヒアリングにおける声：①好事例）
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① 相変わらず、⼀律の原価低減要請が来ている。

② 「⼿形⽀払いをやめ、現⾦払いとする代わりに数％割り引く」との話があった。

③ 親事業者からの⾦型製作費の⽀払いが24回払いとされている。これにかかる材料等の⽀払
いは翌⽉なので、下請事業者の負担が重い。

④ 流通業者から求められて卸売業者が負担すべきセンターフィーを、製品を製造する下請事
業者にも負担させられて、困っている。
※「センターフィー」とは、⼩売業者が運営している物流センターに商品を納⼊している卸売業者⼜は製造業者に対して、⼩売業者から、物流センターの利⽤

料等の名⽬で要請される費⽤である。卸売業者や製造業者は近くの配送センターに配送するだけで良いので配送料が安くなるメリットがあるが、実際には、
合理的な負担を越える額の要請がされている事案もある。

○ 好事例がある⼀⽅で、要改善事例として、以下のような事例が挙がっている。

取引条件の改善(下請ヒアリングにおける声：①要改善事例）取引条件の改善(下請ヒアリングにおける声：①要改善事例）
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○ ⼈⼿不⾜対応に関し、100を超える中⼩企業の好事例を集め、そのエッセンスを抽出した「⼈⼿
不⾜対応ガイドライン」（３つのステップ）を本年3⽉にとりまとめ。

○ ⼈⼿不⾜対応について、求⼈のみならず、①経営課題/業務の⾒つめ直し、②⽣産性や求⼈像の
⾒つめ直し、③（働き⼿の⽴場に⽴った）職場環境の改善等、総合的に取り組むことの重要性が
⽰された。

１．⼈⼿不⾜対応への基本的な考え⽅ 〜⼈⼿不⾜を成⻑のチャンスに〜
（１）⼥性・⾼齢者・外国⼈等の多様な⼈材に視野を広げ、働き⼿の⽴場にたった職場環境整備により⼈材を確保
（２）ＩＴやロボット等の設備導⼊や業務改善・⼈材育成等により⽣産性を向上

２．⼈⼿不⾜対応に取り組むための３つのステップ
ステップ１： 経営戦略/課題の優先度を再確認した上で、⼈⼿が不⾜している業務を⾒つめ直す（業務細分化等）。
ステップ２： 業務に対する⽣産性（IT・ロボット等（ハード）と段取変更等（ソフト）の両アプローチ）に加え、

業務に対する求⼈像を⾒つめ直す（求⼈像の拡⼤、明確化等）。
ステップ３： 働き⼿の⽴場にたって、求⼈⽅法（⾃社ＰＲ・採⽤⼿段等）を⾒つめなおすとともに、

職場環境の改善を図る

⼈⼿不⾜ガイドラインのポイント

【委 員】 （座⻑）今野 浩⼀郎（学習院⼤学経済学部経営学科教授） 宇佐川 邦⼦（リクルートジョブズリサーチセンター⻑）
海⽼原 嗣⽣（株式会社ニッチモ代表取締役） 及川 勝 （全国中⼩企業団体中央会事務局次⻑兼政策推進部⻑）
苧野 恭成 （全国商⼯会連合会総務部⻑） ⼩林 治彦（⽇本商⼯会議所産業政策第⼆部部⻑）
島貫 智⾏ （⼀橋⼤学商学研究科准教授） 原 正紀（株式会社クオリティ・オブ・ライフ代表取締役社⻑）

人手不足対応(人手不足対応ガイドライン)人手不足対応(人手不足対応ガイドライン)
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〇⽣産性を⾒つめ直す
- ⾰新的ものづくり・商業・サービス開発⽀援補助⾦の活⽤による設備導⼊
- プラスITフェアやサービス等⽣産性向上ＩＴ導⼊⽀援事業の活⽤によるIT導⼊

〇求⼈像を⾒つめ直す
- よろず⽀援拠点等による経営相談（「⼈材不⾜対応アドバイザー」（仮称）の配置）

３つのステップごとの⽀援策

- よろず⽀援拠点等による経営相談（「⼈材不⾜対応アドバイザー」（仮称）の配置）
- 中⼩企業⼤学校における経営者向け研修

【ステップ１】 経営課題や業務を⾒つめ直す

【ステップ２】 ⽣産性や求⼈像を⾒つめ直す

〇⼈材募集を⾒つめ直す
- 地域中⼩企業⼈材確保⽀援等事業によるマッチング⽀援等の活⽤
- ハローワークの活⽤
- 雇⽤関係助成⾦による採⽤の後押し
- 外国⼈受⼊インターンシップ等の活⽤による外国⼈の受⼊れ
- 新・ダイバーシティ経営企業１００選等を活⽤したＰＲ

〇職場環境を⾒つめ直す
- 専⾨家派遣事業によるアドバイス
- 職場意識改善助成⾦等の活⽤による環境整備
- 雇⽤関係助成⾦による⼈材育成等
- ものづくり中核⼈材育成事業等による⼈材育成

○ ⼈⼿不⾜対応ガイドラインの関連施策を活⽤することにより、事業者の取組を後押し。

【ステップ３】 働き⼿の⽬線で、⼈材募集や職場環境を⾒つめ直す

人手不足対応(人手不足対応ガイドラインの取組を後押しする関連施策)人手不足対応(人手不足対応ガイドラインの取組を後押しする関連施策)
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有限会社有吉農園
○ 季節労働者・若⼿採⽤が課題。しかし、シニアを「短時間シフト勤務」で活⽤し、季節的な仕事量の増減に対応した。

各⾃の作業が不安なく確実に⾏えるように、その⽇の全作業を紙で配布するなど、シニア向けの⼯夫を⾏っている。

正社員の若い⼈の採⽤に苦戦
 ⻑期で⻑時間働いてくれる「正社員の若い⼈」が採⽤したかった。また、⻘果物＝メロ

ンなどの重量物（キツイ仕事）のイメージがあり、応募者は全く集まらなかった。
 農産物を扱うため、季節的に冬は仕事量が少なく、春〜秋は多くなる。⼈材を確保し

たい時期に季節性があった。
 北海道の冬は雪深いため、冬に⾃宅にいて春から夏に動けるシニアの活⽤に着⽬し

た。

働きたい時間に着⽬し、「短時間シフト勤務」へ
 シニアは仕事以外の時間を⼤切にしている⼈が多いため、午前・午後、それぞれ４

時間勤務の「短時間シフト勤務」で募集した。（作業２時間→15分休憩→作業
２時間）

 ⼦育て中の⼥性従業員は、希望があれば９時〜15時の時短勤務とし、急な休み
の場合も柔軟に対応した。

 シニアや主婦の⽬に留まるよう、募集広告上では簡単な作業であることを明⽰した。
シニア向けに⼯夫した点
 その⽇の全部の作業の流れや内容を、⼝頭でなく、紙で配布することにした。
 グラム数や、詰める数量、作業⽅法などが変更になることもあり、また、シニアには記
憶⼒に⾃信がなくなっている⼈もいるので、都度、紙を⾒て確認しながら作業を⾏っ
てもらえるようにした。

 重量物は、作業台を変更し、⾝体の負担の少ない⽅法に変更した。
（持ち上げるのではなく、⾼い所から低い所へ下すなど）

主婦・シニアの採⽤・定着に成功
 主婦・シニア（最⾼68歳）10名の採⽤に成功。
 他社で年齢を理由に不採⽤になってしまった⼈が多く、仕事に就けること⾃体を喜んで
くれ、⼀⽣懸命働いてくれている。

 ⼝コミがもとになり、新聞等にシニアの活躍が掲載された。地域からの評判もよく、仕事
の引き合いも増え仕事量も確保できている。

 シニアは、作業の区切りを「２時間単位」としたことが、とても体⼒や集中⼒などのバラ
ンスがよいようである。

 作業内容を紙で配布したことにより、各⾃の作業が確実に⾏えるようになりミスが減った。

取
組
前

︵
き
␷
か
け)

取
組
後(

効
果)

取組内容や仕組み

所在地：北海道札幌市⻄区⼋軒１条東４丁⽬１­６９ 創業：1988年 資本⾦： 300万円 従業員数：15⼈
事業概要：⻘果卸売業および⻘果包装業

「短時間シフト勤務」で主婦・シニアの採⽤・定着に成功
人手不足対応(人手不足対応ガイドライン：好事例①)人手不足対応(人手不足対応ガイドライン：好事例①)
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エイベックス株式会社
○ 早期離職防⽌の改善等が課題であった。新⼊社員への教育体制を構築し、⻑時間残業を防ぐ取組をした結果、早期退

職の改善を実現。
○ また、⼥性の採⽤に積極的に取り組み、短時間勤務も導⼊したことで、応募者は増加傾向にある。

早期離職が課題
 10年前と⽐較すると現在の従業員数は約4倍、売上は約5倍となったが、⼊社10年

未満の従業員が約9割を占めており、新⼊社員が、⼊社1年未満の社員から教育を
受けることや上司の⽬が⾏届かず、⼊社後すぐの退職が相次いだ。結果、2012年度
の離職率は13.2%となり、改善が必要であった。

⼥性社員の⽐率を上げたいというトップの想い
 製造業では、⼥性が活躍するというイメージがなかったが、2020年までに⼥性の正社

員⽐率を40%に引き上げたいというトップの想いがあった。
 また、パート社員の応募状況が芳しくなく、困っていた。

教育に重点を置き、⼊社１年未満の教育⽇を設けた
 ⼊社⽇にはあらかじめ知っておいてもらいたい内容を「導⼊教育」という形式で教育を

実施。また、年3回「共育デー」という⽇を設け、⼊社1年未満の社員に必ず知って
おいて欲しい製品・原価・経営理念等について教育を実施。

⽂理・男⼥・国籍を問わない採⽤⽅針を掲げる
 ⽂理・男⼥・国籍を問わない採⽤⽅針を掲げ、希望する学⽣に実際現場で働いて

いる⽂系出⾝の⼥性社員との⾯談を実施し、働くイメージをつけてもらった。
 また、産前産後休暇・育児休暇の取得しやすさや復帰率について公共機関から認

定制度を取得し、応募者にＰＲした。
⻑時間残業を防いだ
 ⻑時間残業を防ぐため、毎週⾦曜⽇を「定時の⽇」として設け、さらに「多能⼯

化」を推進。また、⽇々の残業をグラフ化し、残業時間の「⾒える化」を⾏い、残
業の多い⼈をカバーする体制を作った。

短時間勤務の採⽤を開始
 フルタイムで募集をかけていたが、
4時間から勤務できる募集をかけた。

離職率が低下
 ⼊社時の「導⼊教育」、年３回の「共育デー」等の実施により、2012年度は13.2%

あった離職率が、2015年度では8.8%となり、2016年1⽉現在では、5.4%と⼤
幅に低下した。

⼥性社員の応募も増加
 現場で働く⼥性社員の声を実際に聞くことにより、⽂系出⾝でも関係なく働きたいと

いう意欲をもった⼥性が増加。
 ⼦育てをしながら短時間で働きたいと希望する⼥性の応募者が増加した。

取
組
前

︵
き
␷
か
け)

取
組
後(

効
果)

取組内容や仕組み

所在地：愛知県名古屋市瑞穂区内浜町26-3 創業：1949年
資本⾦：1,000万円 従業員数：362⼈ 事業概要：製造業

同社より写真提供

⻑時間残業を防ぐ取組を実施し、早期退職を改善！
人手不足対応(人手不足対応ガイドライン：好事例②)人手不足対応(人手不足対応ガイドライン：好事例②)
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②世代交代準備の支援

・将来の事業承継を見据えた経営革新や事業転換準備を支援

④事業承継税制の抜本拡充

・納税猶予制度

・雇用要件

・対象となる発行済議決権株式総数の上限

・対象者 等の見直し

⑦金融支援

・承継後に必要な資金の低利融資等

承継前の課題と対応策 承継時の課題と対応策 承継後の課題と対応策
時間

経
営
状
態

廃業

①地域全体で気付きの機会を提供

・事業者の身近にいる金融機関、士業等専門家による経営者
への働きかけ強化（事業承継ネットワークの全国展開）

・プッシュ型事業承継診断を徹底実施(年５万者)

③後継者のマッチング、外部中核人材の確保支援

・事業引継ぎ支援センターにて年間1千～2千件のマッチング

・外部人材のマッチング支援、兼業副業の促進、潜在的経営者
の開拓

⑤売却・M&Aによる承継の促進

・売却・M&Aに係る税負担軽減

・事業承継を契機とした地域再編計画策定の
支援

⑥ベンチャー型承継、IT化の支援

・事業承継を契機とした経営革新や事業転
換の支援（設備投資等）

・クラウド等のIT導入支援、企業間データ連
携推進、IoT・AIを活用した研究開発支援

・職場環境改善、多様な働き方の推進

課題①
経営者の危機意識が薄い

課題②
後継者が引き継ぎたいと思えない

課題③
後継者不在

課題④
贈与税・相続税など承継負担が重い

課題⑤
親族外経営者等への

承継支援が不足

課題⑦
承継による信用力低下

課題⑥
新たなチャレンジに伴う資金負担

事業承継のシームレスな⽀援
 今後１０年を限定の集中期間と位置づけ、事業承継・再編・統合の推進のため、経営者の早期の気づきの促進から後継者とのマッチング、事

業承継、第⼆創業まで、シームレスな⽀援を⾏う。
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○地域毎に⽀援機関の事業承継プラットフォームを⽴ち上げ、事業者をプッシュ型で⽀援する体制を整備。今後5年間で25
〜30万社程度に対して事業承継診断を実施。

事業承継ネットワークの全国展開
・29年度から30年度にかけて47都道府県に事業承継ネットワークを展開し、年間5万件の事業承継診断を実施。

ベストプラクティスの横展開により、知⾒の共有化を図る。

事業承継ネットワーク構築事業の新設（2.5億円）
・地域の将来に責任を有する都道府県のリーダーシップのもと、地域に密着した⽀援機関をネットワーク化（よろず
⽀援拠点・事業引継ぎ⽀援センター含む）。

・事業承継診断を起点とするプッシュ型⽀援に連携して取り組む体制を構築（全国20~30カ所程度）。
・⽀援機関の能⼒向上及び地域内で事業承継⽀援を⾏う専⾨⼈材の育成・活⽤（資⾦的サポートや地域における
専⾨家リスト作成）を実施。

・⾦融仲介機能のベンチマークを踏まえ、⾦融機関が積極的に事業承継⽀援に取り組むよう意識喚起を⾏う。

29年度

30年度

⽬指すべき姿
地域の⽀援者同⼠が個別企業⽀援で連携できる地域プラットフォームを確⽴
・ネットワークを地域に根付かせ、地域の⽀援者が有機的に連携し、プレ承継からポスト承継まで⼀貫してチームで

⽀援を⾏うプラットフォームとして⾃⽴的に機能する⽀援体制の実現。
・地域毎の実施状況も踏まえつつ、中⼩企業⽀援策全般の⾯的スキームとしての横展開を推進。

プレ承継を中心に事業承継を支援する地域のプラットフォームの構築プレ承継を中心に事業承継を支援する地域のプラットフォームの構築
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○早期承継のインセンティブを強化し、後継者や経営者による経営の合理化やビジネスモデルの転換など成⻑への挑戦を⽀援。

・後継者（事業を承継した起業家等を含む）による経営⾰新⽀援の強化（事業承継補助⾦の充実、 「ベンチャー
型事業承継」の事例の発信）

・事業承継税制の更なる活⽤を図る。

・事業承継ガイドライン（平成28年12⽉公表）において、概ね60歳を迎えた事業者に対して承継準備に取り組む
気付きを与えることが重要であると明記。

・第⼆創業やベンチャー型事業承継等、資産を受け継いで新たな事業に挑戦する取組を⽀援する事業承継補助⾦
（２億円）の新設。
・経営状態が必ずしも良好でない事業者に対して経営改善・事業再⽣を⽀援。
（より早期の段階における経営改善の取組の⽀援、再⽣⽀援協議会による再⽣⽀援の促進等）

・小規模事業者持続化補助金で、早期・計画的な事業承継の取組を後押しするため、
事業承継診断を活用しつつ、後継者候補が中心となって取り組む事業を重点支援。

・事業承継税制において、早期取組を促すための⽣前贈与の税制優遇の強化を実施。
・担保・保証に依存しない融資の⼀層の促進、経営者の個⼈保証の適切な⾒直し。
（経営者保証ガイドライン、ローカルベンチマークの活⽤等）

・経営者や後継者が早期の事業承継を⽬指して経営改善等に挑戦、また、後継者が事業承継を契機に経営⾰新
等に挑戦しやすい環境を整備。

⽬指すべき姿

30年度

29年度

早期承継へのインセンティブの強化早期承継へのインセンティブの強化
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○⼩規模Ｍ＆Ａが円滑に⾏える環境整備として、①情報インフラ・統計データ等の整備、②⺠間のＭ＆Ａプレイヤーの育成、
③事業の引継ぎ⼿として、創業者や経営⼈材等とのマッチングの促進を⾏う。

・企業データベースを通じた⺠間のＭ＆Ａに関する企業データベースとの相互乗り⼊れに着⼿。
・全国各地の⼩規模M＆Aを⼿がけるプレイヤーを育成。
・債務や個人保証の処理や廃業にあたっての支援の強化。

・事業引継ぎ⽀援センターの体制強化（実質⼈員：約70名→約100名）を実施（予算：12億円→17億円）。
・事業引継ぎ⽀援センターの企業データベースの開⽰範囲を拡⼤し、マッチング機会の向上を図るとともに、更なる
実効性向上に向け、⺠間のＭ＆Ａに関する企業データベースとの相互乗り⼊れを検討。

・経営状態が必ずしも良好でない事業者の円滑な事業の引継ぎを⽀援する為に再⽣⽀援協議会と事業引継ぎ
⽀援センターとの連携を強化。

・事業から退出したい事業者の資産を起業家が活⽤できるよう創業⽀援機関等と事業引継ぎ⽀援センターとの
連携を強化。

⇒事業引継ぎセンターのマッチング件数の⽬標：1,000件（28年度：430件）
・事業引継ぎセンターと⽀援機関が連携し、Ｍ＆Ａ後の事業者の業況等についてモデル的にフォローアップ調査を⾏う。

・事業引継ぎ⽀援センターによるマッチング件数2,000件を⽬指す。
・健全な⼩規模M＆Aマーケットを形成（業界統計・業界ルール等）し、数万単位の事業引継ぎニーズへの対応を
可能にするとともに、事業から退出しやすい環境を整備する。

29年度

30年度

⽬指すべき姿

小規模Ｍ＆Ａマーケットの形成小規模Ｍ＆Ａマーケットの形成
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譲渡企業規模（⼤）

譲渡企業規模（⼩）

全国/全業種
展開

地域/業種
特化

⼤⼿⾦融機関
（証券会社・メガバンク・ファンド等）

Ｍ＆Ａ仲介業者
（上場３社）

地域⾦融機関等

事業引継ぎ⽀援センター

中⼩のＭ＆Ａブティック
Ｍ＆Ａ特化の会計事務所等

税理⼠・会計⼠等
（顧問先マッチング）

メイン規模：１０億円以上

• Ｍ＆Ａの担い⼿として、地域⾦融機関、⺠間Ｍ＆Ａ仲介業者等が増えつつあるが、⼀定規模以上のＭ＆Ａに対する取組
が中⼼となっている。

• ⼩規模なＭ＆Ａの担い⼿は少なく、事業引継ぎ⽀援センターが既に⼤きなプレゼンスを占めている。今後は事業引継ぎ⽀援
センターのデータベースをオープン化することで、税理⼠・会計⼠等のプレイヤーの参⼊を促進したい。

中規模企業
（約56万社）

⼩規模企業
約325万社

（出典）経済センサス－基礎調査（2014年）

⼤規模のディール
=年商10億円超企業

（⼿数料3,000万円超）
⼤企業

（約1万社）

⼩規模ディール
＝年商3億円以下の企業
(⼿数料1,000万円未満)

近年、年商1億円〜3億円の
案件を扱う⺠間業者が

現れつつある。

中規模のディール
=3億円超の企業

（⼿数料1,000万円超）

メイン規模：３〜２０億円
業者数：３社
実績 ：400件超/年

メイン規模：３〜２０億円

メイン規模：1〜10億円

メイン規模：１〜10億円

メイン規模：数千万〜１０億円
登録機関数：約360者 実績：400件/年

(参考）小規模Ｍ＆Ａマーケットの現状と方向性(参考）小規模Ｍ＆Ａマーケットの現状と方向性
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○サプライチェーンの維持・発展に必要な中⼩・⼩規模事業者の事業承継を親事業者がサポートし、サプライチェーンの持続的
な発展が⾏える環境を整備。

○事業承継を契機に地域の主要産業の強化を図るため、地域の事業承継ネットワーク等を通じて、地域の課題や実態を把
握することで、地域独⾃の事業承継・事業再編等⽀援に結び付ける。

中⼩企業の事業統合・共同化を促進するための制度的対応に向けて、29年度に検討、30年度の実施を⽬指す。
→事業統合を含むＭ＆Ａや事業の共同化、ＭＢＯ（役員承継）を促進するための、税・予算・⾦融⾯を含む

必要な⽀援策を実施。

サプライチェーンマネジメントとしての事業承継⽀援
・下請振興法の振興基準に事業承継に関する取組を明記（平成28年12⽉）。⾃主⾏動計画のフォロー
アップを⾏い、業界への浸透を図る。

・中⼩企業基盤整備機構・事業引継ぎ⽀援センターと業界団体との連携を強化。
地域再編統合の促進
・事業承継ネットワークにおいて、事業承継の課題や再編等の必要性を検討し、地域特性に応じた⽀援を展開。
・地域再編に取り組む中⼩企業者等に対して、ファンドを活⽤した資⾦サポート、ハンズオン⽀援等を検討。

・サプライチェーン・地域において重要な事業の継続のため、事業再編・統合を⽀援する体制を整備。

29年度

30年度

⽬指すべき姿

サプライチェーン・地域における事業統合・共同化の支援サプライチェーン・地域における事業統合・共同化の支援
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・⾃動⾞電装品の製造を営むB社（Tier3）は、⾜下の経営
環境の悪化により、取引銀⾏からの⾦融⽀援が困難となり、元
請先A社（ Tier2 ）に今後の対応を相談。

・事態を重く⾒た元請先A社は、下請のＣ社（従業員数70
名、Tier3）とＣ社の取引信⽤⾦庫に⽀援を要請した。

・最終的には、B社の⼯場をＣ社に賃貸するとともに、B社の機
械設備をA社が⼀旦買取り、Ｃ社に賃貸するなど、Ｃ社の負
担を軽くする形で事業譲渡が⾏われた。B社の経営者及び従
業員は、現在、Ｃ社の従業員として勤務している。

A社
（Tier2）

B社
（Tier3）

C社
（Tier3）

事業譲渡

⽀援要請 ⽀援要請

⾃動⾞部品サプライチェーン維持のための事業統合の事例

○業種・地域によっては、サプライチェーン維持、地域の主要産業の発展という観点で、事業承継・事業再編等の⽀援が⾏わ
れるケースが存在する。

95億円
1,400⼈
295社

製造品出荷額
従事者数
事業者数

・⽯川県の伝統⼯芸品である⼭中漆器は、新商品開発、海外
輸出により需要が回復傾向にあるが、塗装職⼈の⾼齢化・後
継者不⾜による廃業の増加が懸念される。

・このため北國銀⾏は、主要な漆器事業者を訪問しヒアリングを⾏い、産地が抱
える課題を報告書にまとめた。

・この報告書に基づき、①（産地７０社のうち）７社の有⼒
経営者との勉強会を開催し、他地域の成功事例を研究する
とともに、②共同⼯場や共同配送・共同システムの導⼊を
具体的に検討中

⽯川県の伝統⼯芸品産業の維持の為の取組事例

(参考）サプライチェーン・地域における事業統合・共同化の支援事例(参考）サプライチェーン・地域における事業統合・共同化の支援事例
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○⼤企業の経営幹部を歴任した⼈材など経営スキルの⾼い⼈材等が中⼩企業の次期経営者候補・後継者をサポートする経
営幹部として、経営に参画しやすい環境を整備する。

○事業承継の⽀援者として、実際に事業承継を経験した経営者ＯＢ⼈材等を活⽤する。

・経営⼈材の活⽤を促進するためのインセンティブ策等について29年度に検討し、30年度の実現を⽬指す。
・事業承継にかかる相談窓⼝のアドバイザーとして、経営者OB⼈材等を活⽤。

・経営⼈材の後継者不在企業への参画を促進するため、⼈材紹介会社と事業引継ぎ⽀援センターとの連携を検討。
（事業引継ぎ⽀援センターの企業データベースを⼈材紹介会社に段階的に開⽰するなど）

・事業承継を経験した経営者OB⼈材等の知⾒を広く普及するための取組（セミナー講師としての起⽤等）を実施。
・地域ファンドを活⽤した資⾦的なサポート及びファンドを通じた経営⼈材の派遣の促進させるための⽀援策を検討。

・事業承継を契機に、中⼩企業が経営スキルの⾼い⼈材等を社内（次期経営者候補）・社外（アドバイザー）で活⽤出来る環境を整備し、
後継者が新規事業に挑戦しやすい環境を整備する。

29年度

30年度

⽬指すべき姿

経営スキルの高い人材を事業承継支援へ活用経営スキルの高い人材を事業承継支援へ活用
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３．中⼩企業・⼩規模事業者における
「働き⽅改⾰」実現に向けた対策（案）

１
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 ⼈材確保・育成⽀援

 「働き⽅改⾰」で求められる対応や必要性について、中⼩企業・⼩規模事業者に対して、隅々まで周知徹底を図るとともに、４７都道府県への「働き⽅改⾰推進セ
ンター（仮称）」の新設及び順次地域単位の協議会を設置。全国の商⼯会・商⼯会議所、よろず⽀援拠点等との連携を密にした効果的な相談・⽀援体制を構
築し、⽀援策を全国の中⼩企業・⼩規模事業者に届ける。

5．業種別取組

 ⼈事評価制度等の整備・実施や設備投資、外部⼈材の確保等に
より、⽣産性向上を図る企業を⽀援

 中⼩企業等の伴⾛⽀援機関や専⾨家によるクラウド等を活⽤した
業務改善⽀援を促進 等

 ⽣産性向上/経営⼒強化

 仕事と家庭の両⽴⽀援や⼥性活躍に関する取組に対する助成
 65歳以降の⾼齢者の継続雇⽤延⻑等の取組に

対する助成 等

 ⼥性、⾼齢者等の働きやすい環境整備
 ハローワークの専⾨窓⼝においてマッチング⽀援を推進
 商⼯会・商⼯会議所等の各地域の⽀援機関が連携したマッチング

⽀援
 「⽣産性向上⼈材育成⽀援センター」において各種

訓練や⼈材育成の相談など事業主を総合的に⽀援等

「働き⽅改⾰」を実現するためには、企業内外で⽣産性向上に向けた取組が不可⽋
⼈⼿不⾜が深刻な中⼩企業・⼩規模事業者においては、多様な⼈材を活⽤することも必要

 分野別取組
トラック運送事業
・ガイドラインの作成
・⽣産性向上への措置
・荷主の協⼒ 等
建設業
・⼯期設定等に関する
ガイドラインの作成

・発注者含めた協議会
情報サービス業
・官⺠共同での実態把握
・改善策の推進
⽣活衛⽣分野
・セミナー・講習会の開催
・専⾨家派遣の実施 等

 その他⽣産性が低い分野
を中⼼として、事業分野別
にベストプラクティスを促進。

（事業分野別指針の策定
事業分野別経営⼒向上
推進機関の拡⼤）

４.⼈⼿不⾜への対応

⻘⾊：企業への助成、橙⾊：専⾨家派遣等の⽀援

 極端な短納期発注等、中⼩企業の働き⽅改⾰に⽀障をきたす⾏
為について、公正取引委員会と連携した通報制度等により厳正に
対処

 下請Ｇメンのヒアリングによる実態把握

 取引条件の改善



業
種
毎
の
現
状
や
課
題
に
応
じ
た
対
応

 ⻑時間労働の是正
2. 「働き⽅改⾰」の実現に向けた社内環境整備等

 同⼀労働同⼀賃⾦
 ⾮正規雇⽤労働者の正社員化や処遇改善を実施した事業主に

対する助成を拡⼤
 業界別「マニュアル」を作成し、周知・啓発 等

 中⼩企業が時間外労働の上限規制に対応するため就業規則の
⾒直し等を⾏う中⼩企業等に対する助成を拡⼤

■ 産業医・産業保健機能の強化

３. ⽣産性向上/経営⼒強化、取引条件の改善

● 産業医・保健師などによる訪問指導の拡充等

「働き方改革」における中小企業・小規模事業者の支援パッケージ「働き方改革」における中小企業・小規模事業者の支援パッケージ
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働き⽅改⾰の基本的な考え⽅
 「働き⽅改⾰」は、⼥性、若者、⾼齢者等、誰もが⽣きがいを感じられる「⼀億総活躍社会」実現の最⼤の鍵。 ⼥性、若者、⾼齢者等

の活躍を更に進めていくためには、

・ ⻑時間かつ硬直的な労働時間

・ 正規雇⽤労働者と⾮正規雇⽤労働者の不合理な待遇差

を解消するとともに、労働⽣産性の向上や⼥性、若者の⼈材育成等が必要。

※ 労働時間については、欧⽶諸国と⽐較して、⻑時間労働となっている労働者の割合が⾼い

こうした考え⽅に基づき、厚⽣労働省においては、「時間外労働の上限規制」や「同⼀労働同⼀賃⾦」 に関する法整備、労働⽣産性の
向上に向けた⽀援や⼈材育成・活⽤⼒の強化等に取り組んでいる。

 また、「働き⽅改⾰」は、我が国雇⽤の７割を占める中⼩企業・⼩規模事業者において着実に実施することが必要。

 ⼤企業よりも⼈⼿不⾜感が強い中⼩企業・⼩規模事業者においては、⽣産性向上等に取り組むとともに、職場環境や待遇の改善など
により、「魅⼒ある職場づくり」が求められる。

 「働き⽅改⾰」は、⽣産性向上・経営⼒向上や「魅⼒ある職場づくり」の実現による、中⼩企業・⼩規模事業者の⼈⼿不⾜解消のチャン
スである（⼩規模事業者こそ、⽣産性・経営⼒の伸びしろが⼤きいことにも着⽬）。

⼈⼿不⾜の現状と働き⽅改⾰の必要性

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策(考え方①)中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策(考え方①)
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中⼩企業・⼩規模事業者における課題
 中⼩企業・⼩規模事業者において「働き⽅改⾰」を進めるに当たっては、以下のような課題。

・ 労働法の基本的な考え⽅や「働き⽅改⾰」の必要性について、各地域の中⼩企業・⼩規模事業者に 対して、隅々まで理解の
浸透を図る必要
※ 労働法は、原則として、労働者を雇⽤する企業が対象であり、同居の親族、役員のみから成るような⼩規模な

事業者は対象とならないが、こうした事業者においても、「経営者等の働き⽅改⾰」含め、⻑時間労働の是正等の
「働き⽅改⾰」に取り組む必要がある。

・ 賃⾦制度等の事業所内環境の整備や、取引条件の改善、⽣産性・経営⼒の向上等による⼤企業との賃⾦格差の解消等を図る
必要

・ 中⼩企業・⼩規模事業者は、⼤企業より⼈⼿不⾜感が強いが、そのような中においても、労働時間の短縮に取り組む必要

・ このほか、働き⽅改⾰の実現に当たっては、取引先企業や消費者を含む様々な⽴場における必要性への理解の促進をはじめ、業
種ごとの特徴に応じた対応が必要

 こうしたことから、中⼩企業・⼩規模事業者が「働き⽅改⾰」に前向きに取り組むことができるよう、国としても、「働き⽅改⾰」実現や⼈⼿
不⾜への対応のための⽀援を⾏うことが必要ではないか。

 なお、⽀援策の実施にあたっては、以下の観点に留意する必要がある。
• 経営⽬線での⽀援が重要であるという観点から、事務負担にも配慮し、事業者⽬線で⼿続の重複感や煩雑さを解消し、ワンストップで施

策を活⽤できる環境を整備すること
• 施策の実施について、継続的にモニタリングし、ＰＤＣＡサイクルを回していくこと

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策(考え方②)中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策(考え方②)
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１．「働き⽅改⾰」の理解を図り、相談に応じ、⽀援を届ける体制の強化
「働き⽅改⾰」で求められる対応や必要性について、中⼩企業・⼩規模事業者に対して、周知徹底を図るとともに、全都道府県に相談

のための拠点を設け、各地域の商⼯会・商⼯会議所等と連携して、「働き⽅改⾰」に取り組む中⼩企業・⼩規模事業者を⽀援。
こうした体制強化に加え、地⽅⾃治体の中⼩企業・⼩規模事業者に対する取組を⽀援。

２．「働き⽅改⾰」実現に向けた社内環境整備等の⽀援
時間外労働の上限規制への対応や、同⼀労働同⼀賃⾦など⾮正規雇⽤の処遇改善に向け、必要な社内のルール整備等に対して⽀

援・助成する。

４．⼈⼿不⾜への対応の⽀援
⼈⼿不⾜感の強い中⼩企業・⼩規模事業者において、⼥性・若者・⾼齢者等がさらに活躍できるよう、環境整備、マッチング、⼈材の育

成・活⽤⼒の強化等を⽀援。
５．業種別の取組
「働き⽅改⾰」への対応にあたっては、業種ごとに現状や課題が異なるため、取引条件の改善や⽣産性向上等に向けて、業種の特徴に

応じて⽀援。

対策の⽅向性（全体像） 予算総額：2,137億円（1,581億円）

関係機関が連携して以下の⽀援策の活⽤を促進

３．「働き⽅改⾰」実現に向けた取引条件改善や⽣産性向上のための⽀援
賃⾦引上げや労働時間短縮等につなげるため、取引条件の改善や⽣産性向上に向けて⽀援。

※予算額は概算要求時点のもの。また、⼀部重複（再計上）を排除した結果、必ずしも各⽀援項⽬の予算額の単純合計とはなっていない。（次⾴以降も同じ。）

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)
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（１）「働き⽅改⾰」の理解促進と相談⽀援体制の強化 71億円（62億円）
① ⾮正規雇⽤労働者の処遇改善や過重労働防⽌に資する時間外労働の上限規制への対応に向けて、47都道府県に「働き⽅改⾰推進

⽀援センター（仮称）」を設置し、労務管理等の専⾨家による個別相談援助等を実施するほか、各地域の商⼯会・商⼯会議所・中央会
やよろず⽀援拠点等とも⼗分な連携を図り、⽀援を必要とする中⼩企業・⼩規模事業者に対応する。【12億円（７億円）】

② 「よろず⽀援拠点」に⼈⼿不⾜アドバイザー（仮称）を設置するなど、⼈⼿不⾜に関する相談体制を強化する。【59億円（55億円）】

（２）地⽅⾃治体への⽀援 53億円（51億円）
① 正社員雇⽤の創出に取り組む都道府県を⽀援する「地域活性化雇⽤創造プロジェクト」において、中⼩企業・⼩規模事業者に対する取組

を重点的に⽀援する。【53億円（51億円）】

１．「働き⽅改⾰」の理解を図り、相談に応じ、⽀援を届ける体制の強化 124億円（113億円）

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)
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（１）時間外労働の上限規制への対応など⻑時間労働の是正 32億円（11億円）
① 時間外労働の上限規制に対応するため、就業規則の⾒直し、タイムカードの導⼊等を⾏う中⼩企業や、傘下企業を⽀援する中⼩企業団

体に対する助成を⾏う。【32億円（11億円）】

（２）同⼀労働同⼀賃⾦など⾮正規雇⽤の処遇改善 840億円（660億円）
① ⾮正規雇⽤労働者の処遇改善に向け、各企業が賃⾦制度も含めた待遇全般の点検等を円滑に⾏うため、業界別の特性を踏まえた「同

⼀労働同⼀賃⾦導⼊マニュアル」を作成し、周知・啓発を図るとともに、都道府県労働局において、正規雇⽤労働者と⾮正規雇⽤労働者
の不合理な待遇差に関する相談⽀援などを⾏う。【4.6億円（新規）】

② ⾮正規雇⽤労働者の正社員化や処遇改善等を実施した事業主に対する助成を⾏う。【835億円（660億円）】

（３）産業医・産業保健機能の強化 45億円（36億円）
① 全国の産業保健総合⽀援センターにおける産業医・保健師などによる訪問指導の拡充、産業保健関係者や事業者向け産業保健研修の

充実等により、中⼩企業等の産業保健活動を⽀援する。また、その活⽤促進のための事業者等への重点的・効果的な周知広報を⾏う。
【45億円（36億円）】

２．「働き⽅改⾰」実現に向けた社内環境整備等の⽀援 917億円（707億円）

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)
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（１）中⼩企業・⼩規模事業者における取引条件の改善 14億円（14億円）
① 極端な短納期発注等の中⼩企業の働き⽅改⾰に⽀障をきたすような⾏為で下請法等違反が認められるような事案については、公正取引

委員会と連携した通報制度により対応することを含め、厳正に対処していく。
② 発注事業者側の働き⽅改⾰によって下請事業者にしわ寄せがきていないか、今後、下請Gメンによる下請企業ヒアリングを通じて実態を確

認する。

（２）中⼩企業・⼩規模事業者における賃⾦引上げや⽣産性・経営⼒向上の⽀援 189億円（148億円）
① 最低賃⾦の引上げに向けて、専⾨家による業務改善⽅法の提案など、中⼩企業・⼩規模事業者の⽣産性向上等のための取組を進める。

【50億円（12億円）】
② ⽣産性向上に資する⼈事評価制度・賃⾦制度を整備・実施し、⽣産性向上、従業員の賃⾦アップ等を実現した企業に対する助成を⾏う。

【76億円（39億円）】
③ 転職・再就職者の採⽤拡⼤に取り組む事業主や⽣産性向上に取り組む企業が転職者を受け⼊れて⾏う能⼒開発や賃⾦アップに対する

助成等の⽀援により、中⼩企業も含めた雇⽤吸収⼒や付加価値の⾼い産業への転職・再就職⽀援を図る。【63億円（97億円）】
④ ⽣産性向上等に関する計画を作成し、設備投資や⼈材育成・確保により⽣産性の向上に取り組む中⼩企業・⼩規模事業者に対して、⾦

融⾯・税制⾯等の⽀援を⾏う。
⑤ ⾦融機関と連携しつつ、⽣産性向上や雇⽤管理の改善に関する計画を作成し、労働⽣産性向上に資する設備等への投資により、雇⽤の

安定・改善を図った企業に対する助成を⾏う。【制度要求】
⑥ 中⼩企業⽀援機関を伴⾛組織としてクラウド等を活⽤した業務改善を進め、中⼩企業・⼩規模事業者における税務会計や⼈事労務業

務等について、各種事務⼿続を効率化するとともに、経営の可視化・改善を促進。

３．「働き⽅改⾰」実現に向けた取引条件改善や⽣産性向上のための⽀援 203億円（162億円）

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)
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（１）⼥性、⾼齢者等が働きやすい環境整備 89億円（72億円）
① 「⼦育て安⼼プラン」に基づき、平成30年度からの５年間で⼥性就業率80％に対応できる保育の受け⽫整備や保育⼈材の確保に取り組

む。
② コンサルティングや助成措置などにより、仕事と家庭の両⽴⽀援に取り組む中⼩企業を⽀援する。【28億円（33億円）】
③ ⼥性活躍推進法に基づく⼀般事業主⾏動計画を策定し、⼥性活躍に関する取組や数値⽬標を達成した企業に対する助成を⾏う。 【2.4

億円（3.5億円）】
④ ハローワークの「⽣涯現役⽀援窓⼝」において⾼年齢求職者の⽀援を⾏うとともに、65歳以降の継続雇⽤延⻑や定年引上げ、雇⽤環境

整備等を⾏う企業に対する助成を⾏う。 【59億円（35億円）】

（２）⼈材確保に向けたマッチング⽀援や雇⽤管理改善 146億円（141億円）
① ハローワークの⼈材確保対策コーナーにおいて、⼈⼿不⾜に悩む事業主の相談に応じ、マッチング⽀援を推進する。【26億円（16億円）】
② 商⼯会議所・商⼯会・中央会等の各地域の⽀援機関と連携し、地域のニーズに応じたマッチング、セミナー等を実施し、⼥性、⾼齢者、新

卒等多様な⼈材確保を⽀援する。【28億円（17億円）】
③ 雇⽤管理制度の導⼊等を通じて従業員の離職率の低下に取り組む事業主等に対して助成する。【92億円（108億円）】

（３）⼈材の育成・活⽤⼒の強化 504億円（293億円）
① 認定職業訓練、⼈材開発⽀援助成⾦を活⽤した企業内訓練、「⽣産性向上⼈材育成⽀援センター」におけるオーダーメイド型の在職者

訓練や⼈材育成の相談対応など、総合的な事業主⽀援を実施する。【456億円（246億円）】
② ⼦育て⼥性のためのリカレント教育の講座、専⾨実践教育訓練給付対象講座等の多様化や、託児サービス付き訓練等の充実などにより、

⼥性の学び直しを⽀援する。【48億円（47億円）】
③ 全国の中⼩企業⼤学校において、経営課題の解決⼒を⾒出すための研修、経営診断などの⼿法を習得するための研修を実施し、⼈材育

成を⽀援する。

４．⼈⼿不⾜への対応の⽀援 739億円（506億円）

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)
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（１）取引条件改善など業種ごとの取組の推進 111億円（98億円）
① ⾃動⾞運送事業について、⻑時間労働是正の環境整備のための関連制度の⾒直しや⽀援措置に関する⾏動計画を策定・実

施する。特に、トラック運送事業については、ガイドラインの策定、⽣産性向上に向けた措置、荷主の協⼒を確保するた
めに必要な措置、⽀援策等を実施する。【45.7億円（37.2億円）】

② 建設業について、発注者を含めた関係者で構成する協議会を設置するとともに、適切な⼯期設定や⽣産性の向上等に向け
たガイドラインの策定、業界等の取組に対する⽀援を⾏う。【81.3億円（63.3億円）】

③ 情報サービス業（IT業界）について、官⺠共同で、実態把握、改善⽅策の推進等を⾏う。【１億円（1.8億円）】

（２）⽣産性向上・経営⼒強化の推進など業種ごとの取組の推進 62億円（3億円）
① ⽣産性向上が課題となっている業種（政府として⽣産性向上を重点的に図る５分野等※）を中⼼に事業分野別指針の策定

等や事業分野別経営⼒向上推進機関の拡⼤を進めるとともに、事業者が分野別の指針に基づく経営⼒向上計画の認定を受
け、⽣産性向上を図る場合、⽇本政策⾦融公庫等における低利融資や税制優遇を実施する。
※介護、飲⾷業、宿泊業、⼩売業、道路貨物運送等

② 介護・⽣活衛⽣分野における⽣産性向上のためのガイドラインの作成・普及とともに、保育園等の業務のＩＣＴ化の推
進・医療従事者の勤務環境の改善を図る。【60億円（3億円）】

③ 中⼩零細企業が多い⽣活衛⽣関係営業者の収益⼒を向上させることにより、最低賃⾦引上げに必要な経営⼒を⾼め、経営
の健全化を図るためのセミナーや個別相談等を実施する。【1.7億円（新規）】

５．業種別の取組 173億円（101億円）

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)

中小企業・小規模事業者における「働き方改革」実現に向けた対策
(厚生労働省・中小企業庁等において検討中の案)
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